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設　　置　　時 変　更　状　況 備　　　考

（ マツウラ　マサテル ）

松浦　正晃

（平成１０年４月）

（ マツウラ　マサテル ）

松浦　正晃

（平成１６年４月）

（カキウチ　テルタカ ）

垣内　史堂

（令和５年４月）

（注）・「変更状況」は、変更があった場合に記入し、併せて「備考」に変更の理由と変更年月日、報告年度を

　　　（　）書きで記入してください。

　　　（例）令和４年度に報告済の内容　→（４）

　　　　　　令和５年度に報告する内容　→（５）

　　　・昨年度の報告後から今年度の報告時までに変更があれば、「変更状況」に赤字にて記載（昨年度までに報告

　　　　された記載があれば、そこに赤字で見え消し修正）するとともに、上記と同様に、「備考」に変更理由等を

　　　　記入してください。

　　　・大学院の場合には、「職名」を「研究科長」等と修正して記入してください。

　　　・大学独自の職名を設けていて当該職位がない場合は、各職に相当する職名の方を記載してください。

　　　　ください。

理 事 長

（４） 管理運営組織

研究科長

学　　長

職　　名

１　調査対象大学等の概要等

（１） 設　置　者

　　　　学校法人 松蔭学園

　　　・対象学部等が複数のキャンパスに所在する場合には、複数のキャンパスの所在地をそれぞれ記載して

　　　　松蔭大学

　　　　神奈川県厚木市森の里若宮9-1

（注）・対象学部等の位置が大学本部の位置と異なる場合、本部の位置を（　）書きで記入してください。

（２） 大　学　名

　　　〒243-0124

（３） 調査対象大学等の位置
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　　　　設置計画履行状況等調査の対象期間が７年を越え、様式に変更が必要な場合には、別途ご連絡ください。

　　　に報告書を作成してください。

看護学研究科
看護マネジメント専攻 人

修士（看護学） 年 人 人

人

人

対象年度

区　分 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

－ － － － － － － － － － 1 －

( － ) ( － ) ( － ) ( － ) ( － ) ( － ) ( － ) ( － ) ( － ) ( － ) ( － ) ( － )

[ － ] [ － ] [ － ] [ － ] [ － ] [ － ] [ － ] [ － ] [ － ] [ － ] [ － ] [ － ]

－ － － － － － － － － － 1 －

( － ) ( － ) ( － ) ( － ) ( － ) ( － ) ( － ) ( － ) ( － ) ( － ) ( － ) ( － )

[ － ] [ － ] [ － ] [ － ] [ － ] [ － ] [ － ] [ － ] [ － ] [ － ] [ － ] [ － ]

－ － － － － － － － － － 1 －

( － ) ( － ) ( － ) ( － ) ( － ) ( － ) ( － ) ( － ) ( － ) ( － ) ( － ) ( － )

[ － ] [ － ] [ － ] [ － ] [ － ] [ － ] [ － ] [ － ] [ － ] [ － ] [ － ] [ － ]

－ － － － － － － － － － 1 －

( － ) ( － ) ( － ) ( － ) ( － ) ( － ) ( － ) ( － ) ( － ) ( － ) ( － ) ( － )

[ － ] [ － ] [ － ] [ － ] [ － ] [ － ] [ － ] [ － ] [ － ] [ － ] [ － ] [ － ]

入学定員超過率

Ｂ／Ａ

　　　・　「平均入学定員超過率」には、開設年度から報告年度までの入学定員超過率の平均を記入してください。

　　　　計算の際は「入学定員超過率」と同様にしてください。なお、完成年度を越えて報告書を提出する大学等は、

　　　　報告年度から起算した修業年限に相当する期間の入学定員超過率の平均を記載してください。

　　　・　「平均入学定員超過率（控除後）」には、「平均入学定員超過率」が1.00倍を超える場合、「大学、短期大学及び高等専門学校の設置等に係る認可の基準」

　　　　附則第２項及び第４項に該当する入学者の控除後の「平均入学定員超過率」を記入してください。 

　　　　なお、「平均入学定員超過率」が1.00倍以下の場合や、1.00倍を越える場合であっても上記の控除該当者がいない場合は、「－」としてください。

　　　・　「収容定員充足率」には、開設年度から報告年度までの報告年度における５月１日現在の収容定員数に対する学生数の割合を記入してください。

　　　　報告書を提出する大学等は、報告年度から起算した修業年限に相当する期間の収容定員充足率を記載してください。

　　　・　「収容定員充足率（控除後）」には、「収容定員充足率」が1.00倍を超える場合、「大学、短期大学及び高等専門学校の設置等に係る認可の基準」

　　　　第１条第２項により修業年限超過者を控除した場合及び附則第２項及び第４項を適用した場合の控除及び適用後の「収容定員充足率」を記入してください。

　　　　なお、「収容定員充足率」が1.00倍以下の場合や、1.00倍を越える場合であっても上記の控除及び適用がない場合には、「－」としてください。

　　　・　なお、課程認定等によりコースや専攻に入学定員を定めている場合は、法令上規定されている最小単位

　（５）－②　調査対象学部等の入学者の状況

令和４年度令和３年度平成３０年度 令和元年度 令和２年度

2 6 12

3年次

4年次

平均入学
定員超過率

収容定員
充 足 率
（控除後）

備　　考

入学定員

設 置 時 の 計 画

修業年限

学生募集の停
止について

備　考

（注）・　定員を変更した場合は、「備考」に変更前の人数、変更年月及び報告年度を（　）書きで記入してください。

[　 － 　]

－

(　 － 　)

　　　　に分けて数値を記入してください。春季入学のみの実施の場合は、その他の学期欄は「－」を記入してください。

　　　　また、その他の学期に入学定員を設けている場合は、備考欄にその人数を記入してください。

　　　・　「入学定員超過率」については、各年度の春季入学とその他の学期を合計した入学定員、入学者数で算出してください。

0.16　倍 －　倍

平均入学
定員超過率
(控除後）

　　　　算出に当たっては、「大学の設置等に係る提出書類の作成の手引（令和６年度開設用）Ⅳ.33収容定員の充足状況」をご確認ください。

　　　　なお、計算の際は小数点以下第３位を切り捨て、小数点以下第２位まで記入してください。また、完成年度を越えて

　　　・　学期の区分に従い学生を入学させる場合は、春季入学とその他の学期（春季入学以外の学期区分を設けている場合）

(　 － 　)

[　 － 　]

収容定員
充 足 率

0.16　倍－　倍

　　　・　[ 　 ]内には、留学生の状況について内数で記入してください。該当がない年度には「－」を記入してください。

Ｂ　 入学者数

(　 － 　)
Ａ　 入学定員

志願者数

受験者数

合格者数

－

(　 － 　) (　 － 　)

－

　　　・　調査対象学部等の開設年度から報告年度まで記入してください。なお、開設年度以前は「－」を記入してください。

－ －

[　 － 　][　 － 　]

　　　・　転入学生は記入しないでください。

（５）　調査対象学部等の名称、定員、入学者の状況等

　（５）－①　調査対象学部等の名称等

2年次

　　　　「学位又は学科の分野」と同様に記入してください。

保健衛生学関係
（看護学関係）

編入学定員 収容定員

調査対象学部等の
名称（学位）

学位又は学科
の分野

　　　　（大学であれば「学科」、短期大学であれば「専攻課程」）のほか、それらのコースや専攻単位でも記載したものを、

　　　　別ファイルにて提出してください。

　　　・　様式は、平成３０年度開設の４年制の学科が完成年度を越えて報告する場合（令和５年度までの６年間）ですが、

　　　・　留学生については、「出入国管理及び難民認定法」別表第一に定められる「『留学』の在留資格（いわゆる「留学ビザ」）により、

　　　　我が国の大学（大学院を含む。）、短期大学、高等専門学校、専修学校（専門課程）及び我が国の大学に入学するための準備教育課程

　　　　を設置する教育施設において教育を受ける外国人学生」を記載してください。

　　　・　短期交換留学生など、定員内に含めていない学生については記入しないでください。

（注）・　当該調査対象の学部の学科または研究科の専攻等、定員を定めている組織ごとに記入してください（入試区分ごとではありません）。

（注）・　報告年度の５月１日現在の情報を記入してください。（過年度については、各年度末時点の情報として記入してください。）

　　　・　（　 ）内には、編入学の状況について外数で記入してください。なお、編入学を複数年次で行っている場合には、

　　　　((  ))書きとするなどし、その旨を「備考」に付記してください。 該当がない年度には「－」を記入してください。

　　　・　基礎となる学部等がある場合には、「備考」に基礎となる学部等の名称を記入してください。

　　　・　「学位又は学科の分野」には、「認可申請書」又は「設置届出書」の「教育課程等の概要（別記様式第２号（その２の１））」の

　 　 ・　学生募集停止を予定している場合は、「学生募集の停止について」で「新規入学者を募集停止予定」を選択するとともに、
　　　　「備考」に「令和○年度から学生募集停止（予定）」と記載してください。（学生募集停止を予定していない場合は「－」を選択。）

令和５年度

6

(　 － 　)

[　 － 　] [　 － 　]

　　　　なお、計算の際は小数点以下第３位を切り捨て、小数点以下第２位まで記入してください。
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対象年度

学　年 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期

－ － － － － － － － － － 1 －

[ － ] [ － ] [ － ] [ － ] [ － ] [ － ] [ － ] [ － ] [ － ] [ － ] [ － ] [ － ]

（ － ） （ － ） （ － ） （ － ） （ － ） （ － ） （ － ） （ － ） （ － ） （ － ） （ － ） （ － ）

－ － － － － － － － － －

[ － ] [ － ] [ － ] [ － ] [ － ] [ － ] [ － ] [ － ] [ － ] [ － ]

（ － ） （ － ） （ － ） （ － ） （ － ） （ － ） （ － ） （ － ） （ － ） （ － ）

－ － － － － － － －

[ － ] [ － ] [ － ] [ － ] [ － ] [ － ] [ － ] [ － ]

（ － ） （ － ） （ － ） （ － ） （ － ） （ － ） （ － ） （ － ）

－ － － － － －

[ － ] [ － ] [ － ] [ － ] [ － ] [ － ]

（ － ） （ － ） （ － ） （ － ） （ － ） （ － ）

（注）・　報告年度の５月１日現在の情報を記入してください。（過年度については、各年度末時点の情報として記入してください。）

　　　・　[ 　 ]内には、留学生の状況について、内数で記入してください。該当がない年度には「－」を記入してください。

　　　・（　）内には、留年者の状況について、内数で記入してください。該当がない年度には「－」を記入してください。

　　　・　編入学生や転入学生も含めて記入してください。その際、備考欄に人数の内訳を記入してください。

　　　・　学期の区分に従い学生を入学させる場合は、春季入学とその他の学期（春季入学以外の学期区分を設けている場合）

　　　　に分けて数値を記入してください。春季入学のみの実施の場合は、その他の学期欄は「－」を記入してください。

　　　　また、その他の学期に入学定員を設けている場合は、備考欄にその人数を記入してください。

　　　・　「計」については、各年度の春季入学とその他の学期を合計した在学者数、留学生数を記入してください。

　（５）－③　調査対象学部等の在学者の状況

令和５年度令和４年度令和３年度令和元年度

計

備　　　　　考

－ － － －

[　　－　　] [　　－　　] [　　－　　] [　　－　　][　　－　　]

令和２年度

1

４年次

１年次

２年次

３年次

（　　－　　）

－

[　　－　　]

（　　－　　）（　　－　　）（　　－　　） （　　－　　） （　　－　　）

平成３０年度
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　（５）－④　調査対象学部等の退学者等の状況

－ 人 － 人 平成３０年度 人 人

平成３０年度 人 人

令和元年度 人 人

平成３０年度 人 人

令和元年度 人 人

令和２年度 人 人

平成３０年度 人 人

令和元年度 人 人

令和２年度 人 人

令和３年度 人 人

平成３０年度 人 人

令和元年度 人 人

令和２年度 人 人

令和３年度 人 人

令和４年度 人 人

平成３０年度 人 人

令和元年度 人 人

令和２年度 人 人

令和３年度 人 人

令和４年度 人 人

令和５年度 人 人

0 人 0 人 0 人

（注）・　数字は、報告年度の５月１日現在の数字を記入してください。　（過年度については、各年度末時点の情報として記入してください。）

　　　・　各対象年度の在学者数については、対象年度の人数を記入してください。（在学者数から退学者数を減らす必要はありません。）

　　　・　内訳については、退学した学生が入学した年度ごとに記入してください。また、留学生数欄の人数については、退学者数の内数を記入してください。

　　　・　在学者数、退学者数には編入学生や転入学生も含めて記入してください。

　　　・　「主な退学理由」は、下の項目を参考に記入してください。その際、「就学意欲の低下（○人）」というように、その人数も含めて記入してください。

　　　　　　（記入項目例）・就学意欲の低下　　　・学力不足　　　・他の教育機関への入学・転学　　　　　　　・海外留学

　　　　　　　　　　　　　　　・就職　　　・学生個人の心身に関する事情　　　　・家庭の事情　　　・除籍　　　　・その他

　（５）－⑤　調査対象学部等の年度ごとの退学者の割合

【平成３０年度】

平成３０年度の退学者数（ａ） －
平成３０年度の在学者数（ｂ） －

【令和元年度】

令和元年度の退学者数（ａ） －
令和元年度の在学者数（ｂ） －

【令和２年度】

令和２年度の退学者数（ａ） －
令和２年度の在学者数（ｂ） －

【令和３年度】

令和３年度の退学者数（ａ） －
令和３年度の在学者数（ｂ） －

【令和４年度】

令和４年度の退学者数（ａ） －
令和４年度の在学者数（ｂ） －

【令和５年度】

令和５年度の退学者数（ａ） 0
令和５年度の在学者数（ｂ） 1

（注）・　小数点以下第３位を切り捨て、小数点以下第２位まで表示されます。

- ％

- ％

- ％

= = - ％

- ％=

－ 人

－

合　　計

人

令和３年度 － 人 － 人

人令和４年度 － 人 －

人令和２年度 －

退学者数
主な退学理由

（留学生の理由は[　]書き）

　　　区　分

対象年度
うち留学生数

平成３０年度

令和元年度

在学者数（b） 退学者数（a）

内訳

入学した年度

－人

= = 0 ％

令和５年度 1 人 0 人

=

=

=

=

=

=

=
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【令和５年度】

必
　
修

選
　
択

自
　
由

教
　
授

准
教
授

講
　
師

助
　
教

助
　
手

必
　
修

選
　
択

自
　
由

教
　
授

准
教
授

講
　
師

助
　
教

助
　
手

健康マネジメント概論 1前 2 6 1 健康マネジメント概論 1前 2 6 1

健康と環境 1後 1 1 健康と環境 1後 1 1

健康と人権の政治経済学 1前 2 1 健康と人権の政治経済学 1前 2 1

ヘルスケア倫理学 1前 1 1 ヘルスケア倫理学 1前 1 1

研究方法論 1前 1 2 研究方法論 1前 1 2

保健統計 1前 1 1 保健統計 1前 1 1

看護理論特論 1前 1 1 看護理論特論 (未開講) 1前 1 1

社会保障論 1後 1 1 社会保障論 1後 1 1

経営管理特論 1後 1 1 経営管理特論 1後 1 1

コンサルテーション論 1後 1 1 コンサルテーション論 1後 1 1

健康寿命特論 1後 1 1 健康寿命特論 1後 1 1

日本の社会と健康観 2前 1 2 日本の社会と健康観 2前 1 2

地域医療とICT 2前 1 1 1 地域医療とICT 2前 1 1 1

感染症特論 2前 2 1 1 感染症特論 2前 2 1 1

小計（14科目） － 6 11 6 2 0 0 0 3 小計（14科目） － 6 11 6 2 0 0 0 3

看護管理特論 1前 2 1 1 1 看護管理特論 (未開講) 1前 2 1 1 1

看護倫理特論 1前 1 1 1 看護倫理特論 (未開講) 1前 1 1 1

看護政策特論 1後 1 2 1 看護政策特論 1後 1 2 1

看護倫理演習 1後 2 1 2 看護倫理演習 1後 2 1 2

看護管理演習 2前 2 2 看護管理演習 2前 2 2

環境産業保健学特論 1前 2 1 環境産業保健学特論 1前 2 1

精神保健特論Ⅰ 1前 1 1 精神保健特論Ⅰ 1前 1 1

保健行動学特論 1後 1 1 保健行動学特論 1後 1 1

精神保健特論Ⅱ 1後 1 1 精神保健特論Ⅱ 1後 1 1

保健行動学特論演習 2前 2 2 1 保健行動学特論演習 2前 2 2 1

精神保健特論演習 2前 1 1 1 精神保健特論演習 2前 1 1 1

小計（11科目） － 16 5 4 2 0 0 1 小計（11科目） － 16 5 4 2 0 0 1

課題研究 1通～2通 10 6 4 2 課題研究 1通～2通 10 6 4 2

小計（1科目） － 10 6 4 2 0 0 小計（1科目） － 10 6 4 2 0 0

- 16 27 0 7 4 3 0 0 3 - 16 27 0 7 4 3 0 0 3

（注）・　報告年度の５月１日現在の情報を記入してください。（過年度については、各年度末時点の情報として記入してください。）

　　　・  認可申請書又は設置届出書の様式第２号（その２の１）に準じて作成してください。

　　　・  各欄の作成方法は「大学の設置等に係る提出書類作成の手引」の「教育課程等の概要」を確認してください。

　　　・ 「認可時又は届出時」には 設置認可時又は届出時の授業科目全て（兼任、兼担教員が担当する科目を含む。）を

　　　　黒字で記入してください。その上で、各年度については、認可時又は届出時から変更となっている箇所は太字の赤字としてください。

　　　・　履修希望者がいなかったために未開講となった科目についても科目名の後ろに「（未開講）」として記入してください。

　　　・　１ページ目には認可時又は届出時と報告年度２つの表を記入してください。

　　　・　不要な年度（令和４年度開設であれば令和３年度以前）の表は適宜削除してください。

　　　　（２つの表が１ページに表示されるようにしてください。）

　　　・　専門職大学等の場合、「実験、実習又は実技による授業科目」には「【※】」、「臨地実務実習」による授業科目には「【臨】」、

　　　　　「連携実務演習」による授業科目には「【連】」を授業科目の名称の右側に記入してください。

　　　・　指定規則の改正により、新旧カリキュラムを並行して実施している場合は、新旧シートを分けてご作成ください。

基
　
礎
　
科
　
目

専
　
門
　
科
　
目

1．次の各号にわたって必修科目を含め30単位以上を履修し、修得しなければならない。
　一　基礎科目においては、必修科目6単位を含め、10単位以上を修得すること。
　二　専門科目においては、10単位以上を修得すること。
　三　研究科目においては、10単位を修得すること。
　四　「看護管理特論」の1科目2単位または「精神保健特論Ⅰ」と「保健行動学特論」の
　　2科目計2単位のどちらかを選択必修とする。
2．本研究科に2年以上在学し、必要な研究指導を受け、修士論文の審査及び最終試験に
　　合格すること。

1．次の各号にわたって必修科目を含め30単位以上を履修し、修得しなければならない。
　一　基礎科目においては、必修科目6単位を含め、10単位以上を修得すること。
　二　専門科目においては、10単位以上を修得すること。
　三　研究科目においては、10単位を修得すること。
　四　「看護管理特論」の1科目2単位または「精神保健特論Ⅰ」と「保健行動学特論」の
　　2科目計2単位のどちらかを選択必修とする。
2．本研究科に2年以上在学し、必要な研究指導を受け、修士論文の審査及び最終試験に
　　合格すること。

基
　
礎
　
科
　
目

専
　
門
　
科
　
目

研
究
科
目

合計（26科目）

卒業要件及び履修方法

２　授業科目の概要

＜看護学研究科　看護マネジメント専攻＞

【認可時又は届出時】

（１）－① 授業科目表

研
究
科
目

科目
区分

授業科目の名称
配 当
年 次

単位数 専任教員等の配置

授業科目の名称

兼
任
・
兼
担

配 当
年 次

科目
区分

単位数 専任教員等の配置 兼
任
・
兼
担

合計（26科目）

卒業要件及び履修方法

7



【令和５年度】

（注）・  ２（１）ー① 授業科目表に記入された各年度における変更内容（配当年次の変更、専任教員等の配置の変更、

　　　　授業科目名の変更、新規科目の追加など）を箇条書きで記入してください。変更がない年度は「特になし。」と記入してください。

　　　・　変更内容には、授業科目の未開講や廃止については記入しないでください。

　　　・　不要な年度（令和４年度開設であれば令和３年度以前）の表は適宜削除してください。

　　　・　指定規則の改正により、新旧カリキュラムを並行して実施している場合は、新旧の変更内容をそれぞれ１つの枠内に記入してください。

　
　特になし

　　　　

（１）－②授業科目表に関する変更内容
　　　　

8



科目 科目 科目 科目 科目 科目 科目 科目

（注）・　未開講科目も含めた教育課程上の授業科目数を記入するとともに、［　］内に、設置時の計画からの増減を

　　　　記入してください。（記入例：１科目減の場合：△１）

　　　　設置時の計画からの増減を記入してください。

5

必修計（Ａ）

　　　　の授業科目数及び設置時の計画からの増減を記入するとともに、「備考」に変更前のカリキュラム（旧カリキュラム）の授業科目数と

0 26

[　0　] [　0　] [　0　] [　0　]

215 21 0

　　　・　指定規則の改正により、新旧カリキュラムを並行して実施している場合は、「変更状況」には変更後のカリキュラム（新カリキュラム）

自由

26

計

（２） 授業科目数

設置時の計画 変更状況
備考

必修 選択 自由 選択

9



番号 授業科目名 単 位 数 配当年次 一般・専門 必修・選択

１

２

３

（注）・　配当年次に達しているにも関わらず、何らかの理由で未開講となっている授業科目について記入して

　　　　ください。なお、理由については可能な限り具体的に記入してください。

　　　・　履修希望者がいなかったために未開講となった科目については記入しないでください。

　　　・　教職大学院の場合は、「一般・専門」を「共通・実習・その他」と修正して記入してください。

番号 授業科目名 単 位 数 配当年次 一般・専門 必修・選択

１

２

３

（注）・　設置時の計画にあり、何らかの理由で廃止（教育課程から削除）した授業科目について記入して

　　　　ください。なお、理由については可能な限り具体的に記入してください。

（注）・　授業科目を未開講又は廃止としたことによる学生の履修への影響に関する大学の所見、

　　　　学生への周知方法、今後の方針などを可能な限り具体的に記入してください。

　　　・　該当がない場合は「未開講の理由、代替措置の有無」欄に「該当なし」と記入してください。

　　　・　該当がない場合は「未開講の理由、代替措置の有無」欄に「該当なし」と記入してください。

（３） 未開講科目

未開講の理由、代替措置の有無

該当なし

　　　　ください。

　　　・　専門職大学等の場合は、「一般・専門」を「基礎、展開、職業専門、総合」と修正して記入して

（５） 授業科目を未開講又は廃止としたことに係る「大学の所見」及び「学生への周知方法」

該当なし

　　　・　専門職大学等の場合は、「一般・専門」を「基礎、展開、職業専門、総合」と修正して記入して

　　　　ください。

（４） 廃止科目

　　　・　教職大学院の場合は、「一般・専門」を「共通・実習・その他」として記入してください。

該当なし

廃止の理由、代替措置の有無

10



（６） 「設置時の計画の授業科目数の計」に対する「未開講科目と廃止科目の計」の割合

0

26

（注）・　小数点以下第３位を切り捨て、小数点以下第２位まで表示されます。

　　　・　「未開講科目と廃止科目の計」が、「（３）未開講科目」と「（４）廃止科目」の合計数となるように
　　　　留意してください。

％
設置時の計画の授業科目数の計（Ａ）

未開講科目（３）と廃止科目（４）の計
＝ ＝ 0
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備考

(１) 区　　 分

校 舎 敷 地

　　　・　校舎等建物の計画の変更（校舎又は体育館の総面積の減少、建築計画の遅延）がある場合には、「建築等設置計画変更書」

　　　　を併せて提出してください。

　　　・　国立大学については「（８）経費の見積り及び維持方法の概要」は記載不要です。

０　㎡ ０　㎡ ７，６７２　㎡７，６７２　㎡

（１８，８６８　㎡）

(２) 校　　　　　舎

　　　・　「(５)図書・設備」については、上段に完成年度の予定数値を、下段には令和５年５月１日現在の数値を記入してください。

（注）・　設置時の計画を、申請書の様式第２号（その１の１）に準じて作成してください。（複数のキャンパスに分かれている場合、　　　　

新設学部等の名称 室　　　　　　数

看護学研究科　看護マネジメント専攻 室

冊

12〔11〕　

12

視聴覚資料

３　施設・設備の整備状況，経費

０　㎡ １８，８６８　㎡

（１８，８６８　㎡）

４０，１０７　㎡ ０　㎡

計

１８，８６８　㎡ ０　㎡

（　　　　０　㎡） （　　　　０　㎡）

校
　
　
地
　
　
等

専　　　用 共　　　用
共用する他の
学校等の専用

共　　　用
共用する他の
学校等の専用

計

運動場用地

小　　　計

区　　　　　分

２５，６６２　㎡

－ 千円

内　　　　　　　　　　　　　　　　　容

専　　　用

学生１人当り
納付金

第１年次 第２年次 第３年次

1,240 千円 910 千円

第４年次 第５年次

（ 830〔30〕）

４０，１０７　㎡

語学学習施設

（補助職員０人）

１　室

情報処理学習施設

４　室

（補助職員２人）

( 0 )

０　㎡

電子ジャーナル

面　　　　　積

10,000 千円

－ 千円 － 千円

400 千円

設備購入費

図書購入費

－ 千円

400 千円

経費の見
積り及び
維持方法
の 概 要

経費
の見
積り

学生納付金以外の維持方法の概要 私立大学経常費補助金、資産運用収入、雑収入

区　　　　分 開設年度

共 同 研 究 費 等 2,000 千円 2,000 千円 0 千円

第６年次

2,757 千円 0 千円

5,000 千円 5,000 千円

開設年度

１７，９７０　㎡ ０　㎡

1,300〔70〕　

図　　書 学術雑誌

〔うち外国書〕

〔うち外国書〕

機械・器具 標　　本
〔うち外国書〕

0〔 0 〕　 0 0 0

0〔 0 〕　

（　12〔11〕）

０　㎡

点 点点

２５，６６２　㎡

０　㎡ １４，４４５　㎡

９　室

　

図
書
・
設
備

(５)

計
12〔11〕　

種

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ
文化学部
子ども学科

1,300〔70〕　

講　義　室

２５　室
(３) 教　　室　　等

演　習　室

(４) 専任教員研究室

（ 830〔30〕） （　12〔11〕）

２３　室

０　㎡

完成年度

190

（　0〔 0 〕） ( 0 ) ( 0 )

収 納 可 能 冊 数

0 0 0

( 0 ) ( 0 )( 0 )

面　　　　　積

区　　分

閲 覧 座 席 数

（　0〔 0 〕）

３，３４２　㎡ テ ニ ス コ ー ト ６ 面

体育館以外のスポーツ施設の概要

ゴ ル フ 練 習 場 １ ０ 打 席

開設前年度 完成年度

180,000

(７) 体　　育　　館

実験実習室

　　　・　昨年度の報告後から今年度の報告時までに変更のあったものについては、変更部分を赤字で見え消し修正するとともに、

　　　　その理由及び報告年度「（５）」を「備考」に赤字で記入してください。

　　　　　なお、昨年度の報告において赤字で見え消しした部分については、見え消しのまま黒字にしてください。

　　　・　運動場用地が校舎敷地と別地にある場合は、その旨（所要時間・距離等）を「備考」に記入してください。

０　㎡

　　　　項目はＡＣ対象学部等の数値を記入してください。）

　　　　複数の様式に分ける必要はありません。なお、「（１）校地等」及び「（２）校舎」は大学全体の数字を、その他の

そ　の　他

合　　　計

１４，４４５　㎡

(８)

(６) 図　　書　　館

新設学部等
の名称

教員１人当り研究費等

１，２００　㎡

１７，９７０　㎡

０　㎡
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【認可時又は届出時】 【令和５年度】

専任・ 専任・

兼担・ 兼担・

兼任　 兼任　

の別　 の別　

垣内　史堂 垣内　史堂

（78） （79）

＜令和5年4月＞ ＜令和5年4月＞

医学博士 医学博士

健康マネジメント概論 健康マネジメント概論

健康寿命特論 健康寿命特論

感染症特論 感染症特論

川畑　貴美子 川畑　貴美子

（71） （71）

＜令和5年4月＞ ＜令和5年4月＞

博士(医療福祉経営学) 博士(医療福祉経営学)

健康マネジメント概論 健康マネジメント概論

看護管理特論 看護管理特論

看護政策特論 看護政策特論

看護管理演習 看護管理演習

課題研究 課題研究

冨田　幸江 冨田　幸江

（68） （69）

＜令和5年4月＞ ＜令和5年4月＞

博士(看護学) 博士(看護学)

看護理論特論 看護理論特論

看護倫理特論 看護倫理特論

看護倫理演習 看護倫理演習

看護管理演習 看護管理演習

課題研究 課題研究

藤井　智惠子 藤井　智惠子

（68） （68）

＜令和5年4月＞ ＜令和5年4月＞

博士(保健学) 博士(保健学)

健康マネジメント概論 健康マネジメント概論

健康と環境 健康と環境

社会保障論 社会保障論

環境産業保健学特論 環境産業保健学特論

保健行動学特論 保健行動学特論

保健行動学特論演習 保健行動学特論演習

課題研究 課題研究

５　教員組織の状況

＜看護学研究科看護マネジメント専攻＞

（１）ー① 担当教員表

教授

専 教授

教授

専

職名

氏　　名
（年　齢）

＜就任（予定）年月＞
保有学位等

担当授業科目名

教授

教授

教授

教授

専

専

専

専

専

職名

氏　　名
（年　齢）

＜就任（予定）年月＞
保有学位等

担当授業科目名

専 教授
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専任・ 専任・

兼担・ 兼担・

兼任　 兼任　

の別　 の別　職名

氏　　名
（年　齢）

＜就任（予定）年月＞
保有学位等

担当授業科目名

職名

氏　　名
（年　齢）

＜就任（予定）年月＞
保有学位等

担当授業科目名

渡部　月子 渡部　月子

（65） （66）

＜令和5年4月＞ ＜令和5年4月＞

博士(学術) 博士(学術)

健康マネジメント概論 健康マネジメント概論

ヘルスケア倫理学 ヘルスケア倫理学

日本の社会と健康観 日本の社会と健康観

地域医療とICT 地域医療とICT

看護政策特論 看護政策特論

保健行動学特論演習 保健行動学特論演習

課題研究 課題研究

大脇　淳子 大脇　淳子

（62） （65）

＜令和5年4月＞ ＜令和5年4月＞

博士(医科学) 博士(医科学)

健康マネジメント概論 健康マネジメント概論

研究方法論 研究方法論

日本の社会と健康観 日本の社会と健康観

課題研究 課題研究

丸山　昭子 丸山　昭子

（62） （62）

＜令和5年4月＞ ＜令和5年4月＞

博士(看護学) 博士(看護学)

健康マネジメント概論 健康マネジメント概論

研究方法論 研究方法論

精神保健特論Ⅰ 精神保健特論Ⅰ

精神保健特論Ⅱ 精神保健特論Ⅱ

精神保健特論演習 精神保健特論演習

課題研究 課題研究

嶋野　ひさ子 嶋野　ひさ子

（74） （74）

＜令和5年4月＞ ＜令和5年4月＞

修士（感染看護学） 修士（感染看護学）

感染症特論 感染症特論

看護管理特論 看護管理特論

課題研究 課題研究

小林　由起子 小林　由起子

（67） （67）

＜令和5年4月＞ ＜令和5年4月＞

博士（保健医療学） 博士（保健医療学）

看護倫理演習 看護倫理演習

課題研究 課題研究

下村　晃子 下村　晃子

（57） （57）

＜令和5年4月＞ ＜令和5年4月＞

博士(保健学) 博士(保健学)

看護倫理特論 看護倫理特論

看護倫理演習 看護倫理演習

課題研究 課題研究

専 教授

専 准教授

教授

准教授

准教授

准教授

教授

専

専

専

専

専

教授専

専 教授

専 教授

専 准教授

専 准教授
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専任・ 専任・

兼担・ 兼担・

兼任　 兼任　

の別　 の別　職名

氏　　名
（年　齢）

＜就任（予定）年月＞
保有学位等

担当授業科目名

職名

氏　　名
（年　齢）

＜就任（予定）年月＞
保有学位等

担当授業科目名

草地(福田) 潤子 草地(福田) 潤子

（54） （54）

＜令和5年4月＞ ＜令和5年4月＞

修士(看護学)※ 修士(看護学)※

健康マネジメント概論 健康マネジメント概論

保健行動学特論演習 保健行動学特論演習

課題研究 課題研究

増山　利華 増山　利華

（58） （58）

＜令和5年4月＞ ＜令和5年4月＞

修士(開発学) 修士(開発学)

課題研究 課題研究

佐藤　京子 佐藤　京子

（56） （56）

＜令和5年4月＞ ＜令和5年4月＞

博士(看護学) 博士(看護学)

看護管理特論 看護管理特論

課題研究 課題研究

菊地　創 菊地　創

（33） （33）

＜令和5年4月＞ ＜令和5年4月＞

博士(心理学) 博士(心理学)

精神保健特論演習 精神保健特論演習

佐久間　信夫 佐久間　信夫

（75） （75）

＜令和5年4月＞ ＜令和5年4月＞

博士(経済学) 博士(経済学)

経営管理特論 経営管理特論

水本　深喜 水本　深喜

（63） （63）

＜令和5年4月＞ ＜令和5年4月＞

博士(看護学) 博士(看護学)

保健統計 保健統計

コンサルテーション論 コンサルテーション論

松浦　広明 松浦　広明

（43） （43）

＜令和5年4月＞ ＜令和5年4月＞

Sc. D.(Global Health and
Population)(米国)

Sc. D.(Global Health and
Population)(米国)

健康と人権の政治経済学 健康と人権の政治経済学

地域医療とICT 地域医療とICT

看護政策特論 看護政策特論

教授

教授

講師

講師

講師

准教授専

専

専

専

兼担

兼担

兼担

専 講師

専 講師

専 講師

兼担 教授

兼担
教授

兼担
教授

教授

専 准教授
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（１）ー②担当教員表に関する変更内容

（注）・  変更内容を箇条書きで記入してください。変更がない年度は「特になし。」と記入してください。

　　　・　不要な年度（令和４年度開設であれば令和３年度以前）の表は適宜削除してください。

　　　　なお、設置認可審査時に教員審査省略となっている場合は、「教員審査省略」と記入してください。

【令和５年度】
特になし

　　　　 　　　　

　　　・　認可で設置された学部等の専任教員を変更する場合は、当該専任教員が授業を開始する前に必ず「専任教員採用等設置計画変更書」を提出し、

　　　　大学設置・学校法人審議会による教員資格審査（ＡＣ教員審査）を受けてください。ＡＣ教員審査を受けずに専任教員として授業等を担当することは出来ません。

　　　・　ＡＣ教員審査の結果、「可」の教員判定を受けている場合は「○年○月教員審査済」と記入してください。
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（注）・　大学院に専攻ごとに置くものとする教員の数について定める件（平成十一年九月十四日文部省告示第百七十五号）により

　　　　算出される教員数を記入してください。

（注）・「設置時の計画」には、設置時に予定されていた完成年度時の人数を記入するとともに、（　）内に開設時の状況を記入してください。

　　　・「現在（報告時）の状況」には、報告年度の５月１日の教員数（実人数）を記入してください。

　　　・「現在（報告時）の完成年度時の状況」には、認可で設置された学部等の場合は、「現在（報告時）の状況」に記入した数字に、

　　　　教員審査を受審済みであり、完成年度までに就任する教員数を加えた数を、届出で設置された学部等の場合は、

　　　　「現在（報告時）の状況」に記入した数字に、完成年度までに就任することが決定している教員数を加えた数を記入するとともに、

　　　　［　］内に設置時の計画との増減数を記入してください。（記入例：１名減の場合：△１）

　　　・「現在（報告時）の完成年度時の計画」には、予定されている完成年度時の人数を記入するとともに、

　　　　［　］内に設置時の計画との増減数を記入してください。（記入例：１名減の場合：△１）

（注）・「年齢構成」には、当該学部における教員の定年に関する規定に基づく定年年齢（特例等による定年年齢ではありません）、

　　　　及び、報告年度の５月１日現在、定年に関する規定に基づく特例等により定年を超えて専任教員として採用されている

　　　　教員数及び完成年度時に定年を超えて専任教員として採用する教員数を記入してください。

　　　・なお、職位等によって定年年齢が異なる場合には、職位ごとの定年年齢を「定年規定の定める定年年齢」に二段書きで記入し、

　　　　「定年を延長している教員数」には合算した数を記入してください。

現在（報告時）の完成年度時の状況（Ｃ） =
設置時の計画（Ａ）

（注）・　小数点以下第３位を切り捨て、小数点以下第２位まで表示されます。

報告時の教員のうち、定年を延長して採用している教員数
現在（報告時）の状況（Ｂ）

（注）・　小数点以下第３位を切り捨て、小数点以下第２位まで表示されます。

現在（報告時）の完成年度時の状況（Ｃ'）
設置時の計画（Ａ'）

（注）・　小数点以下第３位を切り捨て、小数点以下第２位まで表示されます。

　（２）－⑥　設置時の計画に対する助手充足率

=
0

= - ％
0

100

28.57

　（２）－⑤　現在（報告時）の状況における定年を延長している教員構成率

=
4

= ％
14

14

計
（Ｄ）

14

［ 0 ］

0

講　師 助　教
助手

（Ｄ'）

現在（報告時）の完成年度時の状況 現在（報告時）の完成年度時の計画

7 4 3 0 0
7 4

14

（13）

6 2
（5）

7

名

准教授 講　師 助　教
助手

（Ｂ'）
教　授 准教授 講　師 助　教

助手
（Ａ'）

教　授
計

（Ａ）

(7) （4） （2） （0） （0）

3 0

計
（Ｃ）

14

［ 0 ］

計
（Ｂ）

（２） 専任教員数等

　（２）－①　設置基準上の必要専任教員数

完成年度時における
設置基準上の必要研

究指導教員数

うち、完成年度時に
おける設置基準上の

必要教授数

　（２）－②　専任教員等数【大学院】

設　置　時　の　計　画 現在（報告時）の状況

12 6

名 名

完成年度時における
設置基準上の必要研
究指導補助教員数

6

名

（1）

研究
指導
教員
数

12

うち教
授数

6

研究指導補助
教員数

講義のみ担当
の教員数

研究指導補助
教員数

講義のみ担当
の教員数

5 2

歳 名

　（２）－③　年齢構成

定年規定の定める
定年年齢（歳）

報告時（上記
（Ｂ））の教員の
うち、定年を延長
して採用している

教員数

教　授 准教授

4

［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］

7 4 3

2

［0］

年齢構成

完成年度時（上記
（Ｃ））の教員う
ち、定年を延長し
て採用する教員数

　（２）－④　設置時の計画に対する教員充足率

14
= ％

14

講　師 助　教
助手

（Ｃ'）
教　授 准教授

3 0 0

［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］

0 0 7

5 2 5

教授：70歳
准教授：60歳
講師：60歳

4

［0］ ［0］ ［0］

7 6

［0］ ［0］

研究
指導
教員
数

うち教
授数

研究指導補助
教員数

講義のみ担当
の教員数

7 6

［0］ ［0］

研究指導補助
教員数

講義のみ担当
の教員数

研究
指導
教員
数

うち教
授数

7

（7）

6

（6）

研究
指導
教員
数

うち教
授数
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時期

科目 科目 科目

科目 科目 科目

科目 科目 科目

科目 科目 科目

時期

科目 科目 科目

科目 科目 科目

科目 科目 科目

科目 科目 科目

　（３）－③　上記（３）－①　・　（３）－②　の合計

科目 科目 科目

科目 科目 科目

科目 科目 科目

科目 科目 科目

（３）－③合計（Ｄ）+（Ｆ）
（２）－②設置時の計画（Ａ）

（注）・　小数点以下第３位を切り捨て、小数点以下第２位まで表示されます。

（注）・（３）－①、（３）－②で赤字で記載した専任教員数の合計数を記載してください。

　　　・　令和５年度開設の学科等の場合、（D）＋（F）と同数を記載してください。

③の合計数（c）

該当無し

合計（Ｄ） 後任補充状況の集計（Ｅ）

0

0必修 0 科目

選択 科目

辞任等の理由

科目

科目

後任補充状況担当予定科目

自由

　　　・　昨年度の報告後から今年度の報告時までに専任教員が新たに就任を辞退した場合、赤字にて記入するとともに、

選択

必修 0

選択

必修

選択

自由自由

計

自由 0

必修

選択

自由

科目

該当無し

合計（Ｆ） 後任補充状況の集計（Ｇ）

0

　（３）－②　専任教員辞任の理由及び後任補充状況

　　　　　「就任辞退（未就任）の理由」に就任辞退の理由等及び（　）書きで報告年度を記入してください。

0

番　号

必修

職　位

計

0

0

　（３）－⑤　令和４年度報告書から、新たに辞任等した専任教員等の状況

　（３）－①　専任教員の就任辞退（未就任）の理由及び後任補充状況

後任補充状況 就任辞退（未就任）の理由担当予定科目

0

人

職　位 専任教員氏名

計

0

担当科目数の合計（a）+（b）+（c）

必修

自由

0

0 選択 0

0

①の合計数（a）

人

（注）・　認可時又は届出時以降、就任を辞退した全ての専任教員の就任辞退の理由を具体的に記入してください。

0

辞任等した教員数

　　　　　「後任補充理由」の欄にその数字を記載してください。

　　　　　に辞任理由等及び（　）書きで報告年度を記入してください。

（注）・　一度就任した後に、定年による退職以外の理由で辞任した全ての専任教員について、記入してください。

0

0 選択

必修

0

自由 0

計 0 科目 計 0 計 0

合計（Ｄ）＋（Ｆ）

③の合計数（c）

0 人

計

①の合計数（a） ②の合計数（b）

必修 0 科目 必修

0 選択

　　　・　昨年度の報告後から今年度の報告時までに専任教員が新たに辞任等した場合、赤字にて記入するとともに、「辞任等の理由」

0 計

必修 0

計 00

0

0

0 計

必修

（３） 専任教員辞任等の理由

　　　　　「後任補充理由」の欄にその数字を記載してください。

・専任教員が担当する（している）場合は「①」
・兼任兼担教員が担当する（している）場合は「②」
・後任未定、科目廃止など、上記「①」「②」以外の場合は「③」

計

担当科目数の合計（a）+（b）+（c）就任を辞退した教員数

0

0

0

0

番　号

①の合計数（a）

専任教員氏名

②の合計数（b）

0

0

自由

0 計

必修・選択・自由の別

0

必修・選択・自由の別

0

0

　　　・　「就任辞退（未就任）」とは、認可又は届出時に就任予定としながら、実際には就任しなかった教員のことです。

　　　　　就任した後に辞任した教員は、以下「（３）－②専任教員辞任の理由及び後任補充状況」に記入してください。

　　　・　また、担当予定であった科目の後任補充の状況について、各科目ごとに状況を以下「①」～「③」から選択し、

0

選択 0

0

・専任教員が担当する（している）場合は「①」
・兼任兼担教員が担当する（している）場合は「②」
・後任未定、科目廃止など、上記「①」「②」以外の場合は「③」

選択

必修

科目 選択

②の合計数（b）

後任補充状況の集計（Ｅ）＋（Ｇ）

0

選択

③の合計数（c）

　　　・　また、担当予定であった科目の後任補充の状況について、各科目ごとに状況を以下「①」～「③」から選択し、

0

担当科目数の合計（a）+（b）+（c）

辞任した教員数

0 人

　（３）－④　設置時の計画に対する教員辞任率

= = #DIV/0! ％
0

0自由

自由 0 科目 自由 0 自由

科目

科目

科目
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科目 科目 科目

科目 科目 科目

科目 科目 科目

科目 科目 科目

（４） 専任教員交代に係る「大学の所見」及び「学生への周知方法」

　　　　今後の方針などを可能な限り具体的に記入してください。

（注）・　上記（３）の専任教員辞任等による学生の履修等への影響に関する大学の所見、学生への周知方法、

　
　該当無し

　（３）－⑥　定年により退職した専任教員に対する後任補充状況

番　号 職　位 専任教員氏名 必修・選択・自由の別 担当予定科目 後任補充状況 辞任等の理由

後任補充状況の集計

辞任した教員数 担当科目数の合計（a）+（b）+（c） ①の合計数（a） ②の合計数（b） ③の合計数（c）

該当無し

・専任教員が担当する（している）場合は「①」
・兼任兼担教員が担当する（している）場合は「②」
・後任未定、科目廃止など、上記「①」「②」以外の場合は「③」

計 0

（注）・　定年により退職した全ての専任教員について、記入してください。

　　　・　昨年度の報告後から今年度の報告時までに専任教員が新たに辞任等した場合、赤字にて記入するとともに、「辞任等の理由」

　　　　　に辞任理由等及び（　）書きで報告年度を記入してください。

0
0 自由 0

計 0 科目 計 0 計 0

選択 0 選択 0

自由 0

　　　・　また、担当予定であった科目の後任補充の状況について、各科目ごとに状況を以下「①」～「③」から選択し、

　　　　　「後任補充理由」の欄にその数字を記載してください。

科目 自由 0 自由

0 必修 0 必修 0

選択 0 科目 選択 0
人

必修 0 科目 必修

合計
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区　　　分
今後の

の実施計画

認　可　時

（令和4年）

認　可　時

（令和4年）

６　附帯事項等に対する履行状況等

附　帯　事　項　等

【認可】
遵守事項

履行中

履　行　状　況

「審査意見への対応を記載した書類
（９月）」の審査意見１の対応におい
て、本専攻の名称が「健康マネジメン
ト専攻」から「看護マネジメント専
攻」に改められた。「『看護マネジメ
ント』では、・・・看護管理者の育成
とは異なる」旨の説明がなされている
ものの、その名称から、看護管理者養
成を目的とする課程であると誤解を招
く恐れがあること、また、施設内看護
や地域・精神保健といった場における
看護ケアの課題を解決する力として
「マネジメント力」を掲げる一方で、
本専攻においては「広い視野の管理
力」や「管理者として」の力を身に付
ける授業科目が設定されており、これ
らの力についても「マネジメント力」
と混同されることが懸念される。この
ため、「マネジメント」が指すところ
を明確にした上で、本専攻が掲げる
「看護マネジメント」が本学独自の定
義であり、「看護管理」と異なる特徴
を持つものであることや、「看護ケア
における課題を解決するマネジメント
力をもつ看護専門職者の育成」を目指
すものであって、必ずしも看護管理者
の養成を主に掲げるものではないこと
について、本研究科への入学を希望す
る受験者や社会等に対し広く周知し、
十分に理解・認知されるよう努めるこ
と。

「審査意見への対応を記載した書類
（９月）」の審査意見１の対応におい
て、本専攻の名称である「看護マネジ
メント」について「看護管理者の養成
とは異なる」ことが示されたが、例え
ば本専攻の基礎科目においては、「管
理者として、我が国の社会保障の変遷
を学ぶ」ための「社会保障論」や、
「管理者として組織の中で目標を達成
するために・・・リーダーづくり」の
ための「経営管理特論」、「管理者と
して科学的な根拠に裏付けされた広い
視野の研究に取り組む」ための「研究
方法論」などが必修科目として配置さ
れており、必修科目の多くが「管理者
として」必要とされる知識や技能等を
身に付ける科目となっていることか
ら、本専攻が看護管理者の育成ではな
く、「人間に対する深い洞察力と高い
倫理観をもち、科学的根拠に基づき、
個々のニーズや生活および社会の変化
から生じた施設内看護、地域・精神保
健における看護ケアの課題を解決でき
る指導力、教育力、研究力を有し、そ
れらの能力を活かして、社会に貢献で
きる人材の育成」を目的としているこ
とに鑑み、例えば、ディプロマ・ポリ
シーに掲げる「理論的枠組みを用いて
課題解決」することができる能力を涵
養（かんよう）するための科目の充実
等を図ること。その際、「理論的枠組
み」の示すところについて、シラバス
等において、学生等に対し分かりやす
く示すこと。

【認可】
遵守事項

履行中

　松蔭大学大学院看護学研究科（本研
究科とする）に入学した院生に対し
て、本研究科の目指す「看護マネジメ
ントとは」人々の病気や障害などによ
り医療施設での治療・看護と共に退院
後、地域包括ケアシステム医療の中に
おいて、患者個人の家庭生活の中での
身体的・精神的・社会的健康管理およ
び疾病管理をも含む概念としている。
患者個人が健康の必要性について理解
できる教育・支援とそれを維持するた
め、家庭生活で個人が具体的に自ら実
践できるように支援・指導し、継続し
て自らの健康維持を行うことを援助す
ることにある。それぞれの人々の課題
を解決する看護ケアのマネジメント力
をもつ広い視野の看護専門職者の育成
であることを基盤としていることを看
護マネジメント専攻について理解でき
るように入学時ガイダンスの中で解説
し、地域包括ケアシステム医療の現在
を踏まえて看護マネジメント力を高め
る必要性を理解できるような働きかけ
を行い。併せて履修登録時においても
履修モデルを示し、修了後施設内看護
師を目指すものは、必修として施設内
看護マネジメント科目をすべて選択
し、選択科目としては、専門科目区分
の地域・精神保健よりいくつか履修科
目を選ぶように指導した。そうするこ
とにより看護ケア実践の中で地域包括
ケアシステム医療の中で、看護マネジ
メント力を高めるために役立つと考え
ガイダンスを充実させています。

　本研究科への入学を希望する受験者
や社会等に対し広く周知し、十分に理
解・認知されるよう努める説明を継続
して実施していく。施設で働く臨床看
護師や看護の教育現場で働く看護関係
者および卒業生に対し、看護マネジメ
ント力を高める必要性を現在の地域包
括医療システムでの看護師の役割には
不可欠な知識・技術であることを地域
包括医療システムの明確な理解と共に
機会あるたびに説き、これからの新た
な医療に対応できる看護職者育成の活
動として、そのときの医療の現在を踏
まえた看護マネジメント実践力者を育
成するために研究科教育を計画・実施
していきます。

　本研究科のディプロマ・ポリシー１
“学際的な豊かな知識と高い倫理観を
もって、看護ケアの健康課題を包括的
に理解し、かつ既存の枠組みにとどま
らず、健康課題に関する判断能力、お
よび看護マネジメントの基盤を身につ
ける”を院生が身につけるために「健
康と環境」「日本の社会と健康観」
「健康と人権の政治経済学」「ヘルス
ケア倫理学」「看護倫理演習」などの
学問知識を学修し、人間のライフス
テージの健康課題、健康維持・促進、
病気の早期発見・早期治療・予防など
についての健康マネジメントに関する
概念や知識・技術を身につけること。
　ディプロマ・ポリシー２“看護マネ
ジネントに関する計画、調整、相談、
教育・指導などの卓越した能力を身に
つけている”を院生が学修できるよう
に施設入院した疾病・障害治療を主と
した施設内看護者として、この看護対
象が地域・家庭に戻り社会生活をしな
がら治療、自己管理の継続におり疾病
の治療・回復、再発予防並びに新しい
病気の予防及び健康維持などについ
て、その後の健康課題の予防と早期発
見についての教育・支援の計画・実践
できる看護者は皆無である。この健康
課題を総合的に教育・支援の計画・実
践できる看護マネジメント能力を得る
ために「看護管理特論」「看護政策特
論」「看護管理演習」「コンサルテー
ション論」「地域医療とICT」「環境産
業保健学特論」「保健行動学特論」
「精神保健特論」「精神保健特論演
習」などの学修で教育力を身につける
こと。
　ディプロマ・ポリシー３“各自の経
験を通じて得られた課題を基に、理論
的枠組みを用いて課題解決を目指し
て、豊かな学識を基盤に自立した研究
活動を進めることができる能力を身に
つける”を院生が今後新たな医療や新
たな疾病に遭遇した場合に対応できる
ような看護マネジメントの専門者養成
のために研究的能力をもち継続できる
ように「研究方法論」「課題研究」な
ど新しい知識、技術などを開発できる
能力を身につけることについて、授業
や討議・研究などを通して身につける
ように支援しています。

本研究科では、文献講読を基に教師と
院生のデスカッション、講義、演習な
どを強化して、多くの学びをさせて行
けるように授業方法や教材などの審議
を繰り返し、本研究科のディプロマ・
ポリシーの達成に努力をします。
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区　　　分
今後の

の実施計画
附　帯　事　項　等 履　行　状　況

認　可　時

（令和4年）

認　可　時

（令和4年）

【認可】
遵守事項

履行中

完成年度前に、定年規程に定める退職
年齢を超える専任教員数の割合が高い
ことから、定年規程の趣旨を踏まえた
適切な運用に努めるとともに、教員組
織編制の将来構想を策定し、着実に実
行すること。

「審査意見への対応を記載した書類
（９月）」の審査意見１の対応におい
て、本専攻の名称が「健康マネジメン
ト専攻」から「看護マネジメント専
攻」に改められたが、例えば、「健康
マネジメント概論」の授業について
は、「健康マネジメントのヘルスケ
ア・ヘルスサービス分野の相互の関連
性を明らかにする基盤となる学問領域
を学修し修得する」と説明されている
ほか、研究指導科目である「課題研
究」の授業概要においては、「健康マ
ネジメントの講義科目・演習を踏ま
え」て論文を作成することとなってい
るなど、「健康マネジメント」に関す
る記載が散見される一方で、「看護マ
ネジメント」との差異が不明確である
ことから、これらの用語の定義を再
度整理した上で、各授業科目を履修す
る学生に対し混乱や誤解を招くことが
ないよう、シラバス等による説明の記
載を適切に改めること。

【認可】
遵守事項

履行中

本研究科は、看護学研究科教員１３名
が看護学部教員であるために本研究科
開講時に年次的に教員を増員すると申
請書に明記いたしましたが、本年は入
学生１名（長期履修者）のため採用を
しておりません。
文部科学省教員審査時「Mマル合」の教
授・准教授平均年齢64.6歳と「Ｍ合」
の教授・准教授・講師の平均年齢60.6
歳でした。
本年度は、看護学部専任教員6名（内訳
退職者３名と欠員３名を含む）採用を
行いました。採用した教員内訳は教授1
名（57歳）と助教5名（平均年齢43.6
歳）です。
将来構想として暫時平均年齢を下げる
採用努力を継続いたします。本研究科
の教員は学部と兼任であるため、平日
夜週２回（６時限・７時限）、土曜日
（１時限～４時限）の講義担当の報酬
については松蔭大学の決まりに則り実
施する計画です。

本研究科の教員組織編成については、
入学生の状況を踏まえて教授・准教
授・講師共に本学の定年規程に定める
退職年齢に則り専任教員の年齢の高い
割合を暫時修正する努力を行います。
看護学部の専任教員の高い年齢構成は
開学以来、毎年最善しています。
本学部は教授、准教授、講師で組織
し、助手０名です。２０２１年度教
授、准教授、講師の平均年齢５５．１
２歳、２０２２年度教授、准教授、講
師の平均年齢は５１，２歳でした。

　本研究科のディプロマ・ポリシー
（卒業認定・学位授与の方針）を基
に、現、住まい・医療・介護・予防生
活支援が一体的に提供できる地域包括
ケアシステムの構築を踏まえた看護職
者の役割を見据えて、健康管理、健康
維持、疾病の早期発見、早期治療など
の健康マネジネントなどを含んだ看護
の対象の人に対応し、施設内看護の患
者・家族などを対象として、疾病の施
設内の治療、退院後の地域・家庭での
生活支援、治療の継続、看護の継続
（自己・家族など）と指導、病状の悪
化予防の方法と受診判断、他疾患の予
防を自己健康管理と健康増進および精
神的支援などを含み、入院中、退院指
導、地域・家庭をその人のライフス
テージに合わせて計画・実施できるよ
う総合してかかわる教育・指導する能
力をもち新たな医療にも対応した活動
ができるように科目履修時から、各院
生の仕事の将来設計に合わせたアドバ
イスや指導を行っています。

　本研究科では、社会、医療・看
護の方向性を見ながら教育課程の
構築及び院生の科目履修について
も適切な指導・支援を行っていき
ます。

21



設　置　時　の　計　画 変更内容・状況、今後の見通しなど

該当無し

　ｂ　実施方法

　ｃ　開催状況（教員の参加状況含む）

看護学研科究教員全体会議を２０２３年４月１日に開催し、専任教員・兼担教員１７名に対し、大学院生の学業の質の
維持、研究環境の整備、教員の研修および学生確保などすべてについて教員への周知のための研修会を実施した。全員
参加。

①　実施体制

１）授業方法について、前期担当教員相互で、１名（学生が長期履修制度利用者）の学生に対しどのように講義・演習
など効果的に実施できるかなど検討し授業を開始した。今後も、毎月の看護学研科究委員会会議で、この件につき情報
を共有し検討は継続する。
２）教員相互の授業参観について、講義の進行状況を見て、前期１回、後期１回の実施を行う。
３）今年度は、大学院の教育が初めての教員を優先した研修会を計画・実施する

　ａ　実施内容

１）大学院教育が初めての教員への研修会
２）授業方法につての研究会
３）教員相互の授業参観
４）医療施設（病院など）看護師の研究指導

　ｂ　委員会の開催状況（教員の参加状況含む）

第１回看護学研科究委員会会議２０２３年４月１日（土）１３時３０分～１４時３０分開催。　　全員参加。
第２回看護学研科究委員会会議２０２３年４月２７日（土）１３時～１４時３０分開催。　　全員参加。
第３回看護学研究科委員会会議２０２３年５月２5日（土）１0時４０分～１１時４０分　開催予定

　ｃ　委員会の審議事項等

第１回看護学研科究委員会会議：２０２３年４月１日（土）
審議事項①全教員の紹介、②大学院の教育目的、目標、教育方針などについて、③入学生の報告、④時間割及び履修科
目状況、⑤その他

第２回看護学研科究委員会会議：２０２３年４月２７日（土）
審議事項①経営管理研究科との学則変更について、②看護学研究科の履修規程について、③研究紀要について（経営管
理研究科と合同で行うかどうか）について、④その他

第３回看護学研科究委員会会議：２０２３年５月２5日（土）
10時40分～11時40分　予定。審議予定事項①授業開始後の状況報告、②実施時間割の最終確認、③教員の研究及び研
修、④その他について審議予定。

②　実施状況

　ａ　委員会の設置状況

　松蔭大学大学院看護学研究科看護マネジメント専攻としての文部科学省の認可の通達を受け、委員会の設置について
次のように審議した。委員会名称は「看護学研究科委員会」とし、この委員会構成員は、学長（代行者看護学部長）、
研究科長、大学院担当教授の７名で構成をする。担当事務職員３名を加える。
委員会の役割は、大学院生の学業の質の維持、研究環境の整備、教員の研修および学生確保などすべてについて、この
委員会で審議し、計画・実施・評価を行う。
開学前第１回看護学研究委員会議：２０２２年１２月１日（木）①委員会目的・役割・内容についてについて②看護学
研究科の履修規則、③看護学研究科学位規則、④その他について審議を行った。
開学前第２回看護学研究委員会議：２０２３年１月２６日（木）①委員会は、看護学研究科委員会の規則、②看護学研
究科の履修規則、③看護学研究科学位規則、④その他の審議を行い決定した。
開学前第３回看護学研究委員会議：２０２３年３月２３日（木）看護学研究科委員会を開催し、４月より「看護学研究
科委員会」を設置し、定例として毎月第４木曜日に開催する（８月は除く）と決定した。

　　　　及び法令適合性に関して生じた留意すべき事項について記入してください。

（２） 教員の資質の維持向上の方策（ＦＤ・ＳＤ活動含む）

７　その他全般的事項

＜看護学研究科　看護マネジメント専攻＞

（１） 設置計画変更事項等

（注）・　１～６の項目に記入した事項以外で、設置時の計画より変更のあったもの（未実施を含む。）
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（３） 教育課程連携協議会に関する事項

　※専門職大学、専門職短期大学、専門職学科、専門職大学院以外は「該当なし」と記入ください。

該当無し

（注）・　設置時の計画の変更（又は未実施）の有無に関わらず記入してください。

　　　　また、「①　設置の趣旨・目的の達成状況に関する総括評価・所見」については、できるだけ具体的な根拠を

　　　　含めて記入してください。

　　　　いて記入してください。

　　　　　なお、「②　自己点検・評価報告書」については、当該調査対象の組織に関する評価内容を含む報告書につ

②　自己点検・評価報告書

　ａ　公表（予定）時期

　　・令和5年7月1日　公表

③　認証評価を受ける計画

　　・令和５年度に評価機関（日本高等教育評価機構）の評価受審予定

　ｂ　公表方法

自己点検・評価報告書を刊行し、大学ホームページに公表する予定。

2023年４月松蔭大学大学院看護学研究科看護マネジメント専攻を開設し、本大学院の教育目的・目標に則り実施しております。
＜教育カリキュラムの状況評価＞
　a.1年次前期に配当された授業科目の中、大学院生が履修登録を済ませた授業科目は、計画通リに実施されています。
　b.教育環境は、２０２２年設置申請した教育教材のための設備ならびに配布教材など含め完備し、授業が効果的に行われていま
す。
＜図書館の整備＞
　a.２０２２年設置申請書通リの額を専門分野ごとの単行本、雑誌、洋書など購入されました。
　b.大学院生が使用しやすいような貸出システムなどを含め学生サービスの方法も実施されています。
　c.図書館NWSも看護学部運営委員会と合同で月１回発行し、.大学院生サービスと学修支援を図っています。
＜大学院生の研究室・個人ロッカー、PC、印刷機など整備＞
　a.申請書通リに整備しています。
＜学生サポート＞
　a.研究科長が中心になり、各科目担当教授が全院生の個人的問題や学修支援に当たっています。
＜学生確保の情報＞
　a.卒業生、学部実習施設の看護職および近隣の専門学校・短期大学・大学などに広報・学生募集を実施しています。
　b.大学ホームページなどの広報・学生募集を掲載しています。
　２０２３年度は、学部実習病院の１つで、看護師の研究指導を７年実施している総合病院勤務の看護師（病院勤務と並行し長期履
修制度を適応）１名が入学した。
＜専任教員について＞
　a.2023年度、研究科長１名、看護学教授（Mマル合）５名、看護学准教授（Mマル合）２名、看護学教授（M合）２名、看護学准教授（M
合）１名、看護学講師（M合）２名、看護資格のない教授２名、准教授１名、講師１名の計１７名で講義などの支援に当たっています。

　ｂ　教員や学生への公開状況、方法等

・学生に対する授業評価アンケート結果は、教員のコメントを含め期間を定め学生に評価報告書として公開する。（大
学の学生用のネット上の公開とする）
・教員に対しては、学生に対する授業評価アンケート結果を各担当教員に配布するとともに、１年間の評価報告書を作
成し、学長及び全大学院教員に年度末に配布する。

（注）・「①ａ　委員会の設置状況」には、関係規程等を転載又は添付すること。

　　　　「②実施状況」には、実施されている取組を全て記載すること。（記入例参照）

（４） 自己点検・評価等に関する事項

①　設置の趣旨・目的の達成状況に関する総括評価・所見

本年度、大学院生の前期履修登録学科目は、基礎科目区分の「健康マネジメント概論」、「健康と人権の政治経済
学」、「ヘルスケア倫理学」、「研究方法論」４科目、専門科目区分は「環境産業保健学特論」、「精神保健特論」と
「課題研究」であり、講義の中で学生とのデスカッションを多く取り入れ問題点の審議などをすることにより、深い理
解を得ることのできるように工夫をし実施されている状況である。

③　学生に対する授業評価アンケートの実施状況

　ａ　実施の有無及び実施時期

各授業最終日に学生に対する授業評価アンケートを実施する。

　ｄ　実施結果を踏まえた授業改善への取組状況
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※設置計画が各大学等が社会に対して着実に実現していく構想を表したものであることに鑑み、

　設置計画履行状況報告書については、各大学等のウェブサイトに公表するなど、積極的な情報提供をお願いします。

　ａ　公表予定の有無　　〔　　　有　　　・　　　無　　　〕

≪ａで「有」の場合≫

　ｄ　公表しない理由　　〔　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〕

　ｃ　公表方法　　　　　〔　ウェブサイトへの掲載　・　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）　〕

　ｂ　公表（予定）時期　〔　調査結果公表後１ヶ月以内　・　公表後２～３ヶ月以内　・　公表後３ヶ月以降　〕

≪ａで公表「無」の場合≫

（５） 情報公表に関する事項

○　設置計画履行状況報告書（令和５年度）
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